
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

  

 

 

   

  

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

  

2022年3月9日号  

制作・発行：㈱BSO 支援企画部 

TEL：(06)6351-5836 

～ タイムリーな情報を、いち早く皆様にお知らせします ～ 

◆新時代の経営構造＝協働（理念）×価値（発想）×システム（ＤＸ） 
 企業で働く人には、就給社員、就職社員、就社社員がいる。日本企業
の社員は、すべて就社社員から産業生活を始める。働く環境や自分の活
き方や都合で、この３つの社員に分化する。この３つに分類される社員・
要員の存在価値に差が出るようでは、企業は存続が危うくなる。さらに、
現代は企業や働く人の都合などでの就業形態が多様化・複合化し始めて
いる。また、雇用形態も多様化している。人事制度の複雑化に振り回さ
れ、社員・要員はやる気を低下させ、出来る人の活躍を阻害している。
出来る人とそうでない人、あるいはやる気のある人そうでない人とでは
成果の出方は倍違いとなるにも関わらず、手が回っていない。働く人に
とっても働かせる側にとってもやるせない状況にある。 
帰属意識と協働力を如何に創れるかが現代企業の最大課題といってい

いだろう。パワーある企業理念に創りかえ、企業理念を起点にしたベク
トル合わせの仕組みを再改革すべきである。高賃金で引き付ける事は表
面的には意味があってもカンフル剤にしかならない。 
また、これらの要員に如何に活躍してもらうかがますます重要になっ

て来ている。就給社員や就職社員が活躍できるか否かは就社社員の出来
具合で決まる。就社社員の確保・育成が企業の存在を決める時代である
ことを再確認したい。 
 

 

現代企業ではＤＸ化の経営は早晩取り組んでいかざるを得ないと思うべきだろう。

ＤＸ化にあたっては、専門業者に任せるのではなく、自社で経営を企画することが

必須要件になる。目指すは、オンリーワンのビジネスでありたいしマネンジメント

でありたい。システム 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報てんこもりは、弊社の協働活動（受託事業・企画事業・出版事業）のタイムリーな情報をいち早く多くの方々に知っていただく

為に発信しております。（お問い合わせはｓｈｉｅｎｋｉｋａｋｕ＠ｂｓｏ．ｃｏ．ｊｐまで） 

詳しい記事やその他の情報は、ＢＳＯのホームページ http://www.bso.co.jp へ 

◆手作りＩｏＴ研究会への挑戦 
 物づくりではどうしても現場に蒸発工数が出る。また現場要員の素人
化が求められ、現場の知恵がなくなって来て、品質管理をはじめ日本の
物づくりの素晴らしさ（現場の知恵）が失われようとしている。 
現代企業では、生産技術が経営戦略の重要な一つになる。自社の物づ

くりの良さを残し、人的良さを最大限に活かすためにはＩｏＴ（成長型）
などを始めとしたＩＣＴの取り組み（手づくりのＤＸ化）が重要になる。
すなわち、オンリーワンの企業づくりに取り組むことである。 
 ＢＳＯは、全くの素人レベルから取り組むＩoＴ同好会を４月から「手
づくりＩoＴ研究会」として開始する。 

 

 ◆人間性回帰の地方都市を創る 
 子育て世代は地方と都会とで多重生活する。メディカルクリニックモー
ル、生活財提供商店街、行き来の便利な交通（リニアモーターカ―、新幹
線、航空）、通信（５Ｇ）などの整備された地方を本宅とし、都会では仮
住まいをする。これらのインフラは国の財政で行う。国が出来ないところ
は地方自治体が行う。地方自治体もできないところは「ふるさと納税」で
行う。 
 子供達は里山・里海で遊べ、受験戦争（誰でも入学できるが、レベルに
到達しないと卒業できない制度などにしてはどうか）から解放される。親
の愛情の下、人間性・社会性などを自然環境の中で学べる地方が創る。 

◆「自由と平等」の再考時代 
現在のウクライナ戦争は、や

はりプーチンの狂気の沙汰と
いうべきことなのだろう。この
３００年で世界の人口は１０
倍増加した。この超過密の現代
社会では、いままでの概念では
説明、理解出来ないことが起こ
るのは必定であろう。 
 人間が一番大切にしなけれ
ばならない「自由と平等」とい
う基本まで戻って再考しなけ
ればならない時代にあるので
はないだろうか。 
 「自由」は無制限に求めて良
いものではない。犠牲者を作ら
ず、「許される自由とは何か」
を考えたい。 
 

◆自分は自分で護る 
「信じる者は救われる」は日本
の精神文化である。しかし、自
分以外、現代では信じるモノが
ない。役所で「個人情報は守り
ます」と言われても、それを鵜
呑みに出来ないことが多発し
ている。国が潰れても、わが社
は存在する。わが社と共存共栄
出来る人材・人財を目指そう。 

◆経営構造革新の 
実現プログラムを創ろう 

１）合目的的ベクトル合わせの
課題の明確化 
２）ＴＳＳＭによる全員参画の
協働考働実践企業づくり 
３）進捗を自己管理する役割分
担チャートの活用 
４）小集団活動の相互進捗検討
会 


